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大阪市優良環境住宅整備事業 2005年7月大阪市優良環境住宅整備事業 2005年7月

CASBEE大阪でAラ
ンク以上

BEEが高い順に、採
択を決定

• 名古屋市

「都心共同住宅供給
事業」における採択
順位をCASBEE名古
屋の結果で決定
（2005年11月）

補助金適用用件補助金適用用件
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川崎市の制度と連動した新たな住宅ローン川崎市の制度と連動した新たな住宅ローン

横浜銀行
店頭表示金利より
★★★以上で1.2％優遇

住友信託銀行
店頭表示金利より
★★★★ で1.2％優遇
★★★★★で1.5％優遇

分譲マンション広告にCASBEE川崎の結果表示を義務付け
2006年10月
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横浜市長が認証

横浜市環境配慮評価認証制度(2006年4月施行）横浜市環境配慮評価認証制度(2006年4月施行）

日本経済新聞2007.1.18朝刊
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横浜市 日産本社をSランク認証横浜市 日産本社をSランク認証



Ikaga Lab, Dept. of System Design Engineering, Keio University 30

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

14000

16000

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

C
A

S
B
E
E
評

価
員

登
録

数
（人

）

CASBEE戸建評価員

CASBEE建築評価員

255
826

1311

2827

CASBEE評価員の増加CASBEE評価員の増加

15000?



Ikaga Lab, Dept. of System Design Engineering, Keio University 31

ＣＡＳＢＥＥ評価員登録制度ＣＡＳＢＥＥ評価員登録制度

2007.3時点で登録者1300名
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日本建築学会 ＬＣＡ指針日本建築学会 ＬＣＡ指針

2006年11月改訂

開発者：伊香賀・佐藤・近田

CD-ROMおよび学会ＨＰで公開

1990年から研究

1999年11月発行

2003年2月改訂

新築・建替
時の躯体・
仕上・設備
資材量

環境負荷
原単位

×

建設部門
分析用産
業連関表
による構造
別・用途別
工事段階
環境負荷
データ

電力・ガス・
上下水・ごみ
・維持管理委
託金額

環境負荷原
単位

新築・建替
・改修時の
設計委託
金額

環境負荷
原単位

×

更新周期
に応じた
仕上、設
備資材製
造・工事
の環境負
荷算定

修繕率
に応じ
た資材
製造・
工事の
環境負
荷算定

新築・建
替・修繕・
改修時の
廃棄物量

環境負荷
原単位

×

オゾン層破壊 地球温暖化 酸性化 大気汚染 資源枯渇

外部コスト（環境コスト）

富栄養化・・

環境影響領域毎の評価

ＨＣＦＣ CO2 SOx NOx エネルギー

環境負荷物質毎の評価

×

発泡断熱
材、空調
冷媒フロ
ン漏洩量

ＯＤＰ、
ＧＷＰ

×

ＨＦＣ ・・・・

建設 廃棄改修資材製造設計 運用
Ｔ.Ｉｋａｇａ

建設 廃棄改修資材製造設計 運用
Ｔ.Ｉｋａｇａ

ＬＣＣ

経済性評価

内部コスト トータルコスト＋ ＝
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グリーン庁舎基準、グリーン診断・改修計画基準グリーン庁舎基準、グリーン診断・改修計画基準
国土交通省大臣官房官庁営繕部監修

ＬＣＣＯ2，ＬＣＲ，ＬＣＷ，ＬＣＣ, CASBEE

指針・解説 1999年4月発行
基準・解説 2006年1月発行

指針・解説 2001年3月発行
基準・解説 2006年5月発行
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グリーン庁舎基準の検討例グリーン庁舎基準の検討例

1)Structure:      RC
2)No of Floors: +4F
3)Gross FA:   3,447m2

4)Building FA:  826m2

5)Site Area:   2,740m2

6)Floor Height:    3.80m
7)Ceiling Height: 2.60m
8)Location:          Tokyo

N

出典：国土交通省大臣官房官庁営繕部監修：グリーン庁舎基準及び同解説、公共建築協会、2006.1
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1990年水準庁舎
BEE=0.9
⊿LCCO2=0、
⊿IC= 0C

B-

B+S A
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BEE=3.0 1.5 1.0

0.5

現行水準庁舎
BEE=1.4 
⊿LCCO2=-5%、
⊿IC= +1%

59

41

62

2
9

グリーン庁舎例
BEE=2.1
⊿LCCO2=-15%、
⊿IC= +3％

出典：国土交通省大臣官房官庁営繕部監修：グリーン庁舎基準及び同解説、公共建築協会、2006.1

⊿IC:工事費増加分

ＢＥＥ向上に伴うＬＣＣＯ2削減と環境投資増加ＢＥＥ向上に伴うＬＣＣＯ2削減と環境投資増加
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CASBEEのランクとLCCO2 削減度合の関係CASBEEのランクとLCCO2 削減度合の関係
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Office(MLIT15)
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High School(TMG)

Building Environmental Efficiency

林・藤原・時田・伊香賀ほか：東京都都有施設における環境配慮型建築の環境・コスト評価システムの開発、ＡＩＪ技術報告集、2006.06

出典：国土交通省大臣官房官庁営繕部監修：グリーン庁舎基準及び同解説、公共建築協会、2006.1

B- B+C A S

モデル庁舎、
学校、病院の検討例
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初期工事費増加率とＢＥＥの関係初期工事費増加率とＢＥＥの関係
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Building Environmental Efficiency

林・藤原・時田・伊香賀ほか：東京都都有施設における環境配慮型建築の環境・コスト評価システムの開発、ＡＩＪ技術報告集、2006.06

出典：国土交通省大臣官房官庁営繕部監修：グリーン庁舎基準及び同解説、公共建築協会、2006.1
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CASBEEとLCAによる庁舎の環境性能
国土交通省ウェブサイトで公開

CASBEEとLCAによる庁舎の環境性能
国土交通省ウェブサイトで公開

国土交通省官庁営繕環境報告書より
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1999-2001
2002
2003
2004
2005

鳥取海上保安署
（鳥取県)

本庄合同庁舎
（秋田県)

旭川合同庁舎(Ⅰ期)
(北海道）

新潟税関支署東港出張所（新潟県）

新潟美咲合同庁舎(新潟県）

成田空港地方合同庁舎(増築)(千葉県）

木津地方合同庁舎（京都府）

花咲港湾合同庁舎
（北海道）

刈谷合同庁舎（愛知県）

小松日の出合同庁舎（石川県）

須崎第2合同庁舎
(高知県)

那覇第2合同庁舎(Ⅰ期)
（沖縄県)

飯田高羽合同庁舎

都城合同庁舎(宮崎県）敦賀駅前合同庁舎(福井県)

B-B+ A SC

CASBEEとLCAによる庁舎の環境性能開示CASBEEとLCAによる庁舎の環境性能開示
出典：国土交通省
官庁営繕環境報告書
2005、2006
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2. 青森県 環境調和建築設計指針 2003.12
庁舎と学校の新築・改修の費用対効果評価ソフト
県庁のウェッブサイトで公開

3. 東京都 地球環境保全型都有施設整備指針 2005.06
庁舎・学校・病院の新築・改修の費用対効果評価ソフト

自治体の公共施設発注における温暖化対策指針自治体の公共施設発注における温暖化対策指針

http://www.pref.aomori.jp/kenchiku/eizen/index.htm

1. 神奈川県 環境配慮型公共施設設計指針 1994.04

http://www.pref.fukushima.jp/kenchiku/eizen/top.htm

4. 福島県 環境共生建築計画・設計指針 2006.11
庁舎と学校の新築・改修の費用対効果評価ソフト
県庁のウェッブサイトで公開



Ikaga Lab, Dept. of System Design Engineering, Keio University 41

東京都財務局建築保全部 2005年5月策定

東京都の公共施設新築・改修における
ＣＡＳＢＥＥ、ＬＣＡ、ＬＣＣ統合ツール

東京都の公共施設新築・改修における
ＣＡＳＢＥＥ、ＬＣＡ、ＬＣＣ統合ツール

庁舎・学校・病院

LCA, 
LCC

CASBEE

林・藤原・時田・伊香賀ほか：東京都都有施設における環境配慮型建築の環境・コスト評価システムの開発、ＡＩＪ技術報告集、2006.06
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福島県 環境共生建築計画・設計指針 2006.11

http://www.pref.fukushima.jp/kenchiku/eizen/top.htm

Microsoft Excel 2003 for Windows版

　平成18年3月

福島県土木部建築領域

環 境 共 生 建 築 計 画 ・ 設 計 指 針 準 拠

福島県建築物CO2-コスト評価ツール

Microsoft Excel 2003 for Windows版

　平成18年3月

福島県土木部建築領域

環 境 共 生 建 築 計 画 ・ 設 計 指 針 準 拠

福島県建築物CO2-コスト評価ツール

福島県の公共施設新築・改修における
ＣＡＳＢＥＥ、ＬＣＡ、ＬＣＣ統合ツール

福島県の公共施設新築・改修における
ＣＡＳＢＥＥ、ＬＣＡ、ＬＣＣ統合ツール
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補足説明資料補足説明資料
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2050年までに世界の温室効果ガスを半減2050年までに世界の温室効果ガスを半減
Ｇ８ ハイリゲンダムサミット 2007年6月

Ｇ８洞爺湖サミット（2008年）で継続審議

19901990 20502050
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我が国のCO2排出量の40%は建築関連我が国のCO2排出量の40%は建築関連

建物運用 25％ → 32％

新築工事 12％ → 7％

改修工事 1％ → 2％
その他の
産業分野
62%

1990年度の
ＣＯ2排出量
11億t-CO2/年

建設 廃棄改修資材製造設計 運用
Ｔ.Ｉｋａｇａ

合計 38% → 41%

1990年度
11.4億t-CO2

のうち

2005年度
13.0億t-CO2

のうち

新築工事 改修工事建物運用
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1.22倍

0.65倍

新築工事のCO2

建物運用のCO2

年度

自然体（BAU）ケース

改修工事のCO2

電力のCO2原単位
（kg-CO2/kWh）は、
経産省：超長期エネルギ
ービジョン（2005.3）より
1990年 0.42
2010年 0.36
2030年 0.27
2050年 0.12

（伊香賀・村上推計）

建物の新築・改修時のCO2も課題建物の新築・改修時のCO2も課題

建設 廃棄改修資材製造設計 運用
Ｔ.Ｉｋａｇａ

伊香賀・村上・加藤・白石：我が国の建築関連CO2排出量の2050年までの予測、日本建築学会計画系論文集No.535（2000.9）
を最新データに更新
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) 90年比

16％増

90年比

54％減
電力のCO2原単位
（kg-CO2/kWh）は、
経産省：超長期エネルギー
ビジョン（2005.3）より
1990年 0.42
2010年 0.36
2030年 0.27
2050年 0.12

しかし、すでに京都議定書第一約束期間に突入しかし、すでに京都議定書第一約束期間に突入

2006年度以降、

全ての新築建物で30％省エネ、
改修建物で15％省エネ、
耐用年数３倍延伸、
エコマテリアル採用

建設 廃棄改修資材製造設計 運用
Ｔ.Ｉｋａｇａ

伊香賀俊治・村上周三ほか：
我が国の建築関連CO2排出量の2050年までの予測、
日本建築学会計画系論文集No.535（2000.9）
を最新データで再計算

建物運用のCO2

新築工事のCO2

改修工事のCO2

（2008-2012年）



Ikaga Lab, Dept. of System Design Engineering, Keio University 4848

0

5E+10

1E+11

1.5E+11

2E+11

2.5E+11

1 6 11 16 21 26 31 36 41 46 51 56 61
0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5
C
O

2
排

出
量

[億
t-

C
O

2
]

1990 20502000 2010 2020 2030 2040 [年]

自然ケース

対策ケース

36％減

8％増

低炭素技術の普及により2050年に最大36%の削減が可能（1990年比

削減目標達成に向けて、建築分野における更なる技術革新、
他分野（電力分野等）との複合的な努力が必要

電力CO2原単位：2005年の実績値を固定

運用時

新築時

改修時
削減量

CO2排出量の予測結果 （業務系建物全用途）CO2排出量の予測結果 （業務系建物全用途）
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CO2削減ポテンシャルの評価結果 （用途建物別）CO2削減ポテンシャルの評価結果 （用途建物別）

7

8

9

C
O

2
削

減
量

[千
万

t-
C
O

2
]

6

5

4

3

2

1

0

20502040203020202010 [年]

事務所ビル（12%）

商業施設（33%）

教育施設（9%）

医療施設（14%）

宿泊施設（18%）

その他（14%）

数字は、2050年時の
総削減量の割合

商業施設、宿泊施設、医療施設における削減ポテンシャルが大きい

今後は商業施設、宿泊施設、医療施設における対策が重要
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CASBEEにおけるLCCO2標準計算CASBEEにおけるLCCO2標準計算

新築・建替
時の躯体・
仕上・設備
資材量

CO2原単位

×

建設部門
分析用産
業連関表
による構
造別・用
途別工事
段階CO2

新築・建替
・改修時の
設計委託
金額

CO2原単位

×

更新周期
に応じた
仕上、設
備資材製
造・工事
のCO2算
定

修繕率
に応じた
資材製
造・工事
のCO2算
定

新築・建
替・修繕
・改修時
廃棄物

CO2原単位

×

発泡断熱
材、空調
冷媒フロ
ン漏洩量

ＧＷＰ

×

建設 解体改修資材製造設計 運用
Ｔ.Ｉｋａｇａ

建設・改修・修繕・解体段階のCO2
日本建築学会LCA指針計算ソフトと用途
別・構造別・規模別工事分析統計データ
を基にデータベース化
（国内消費支出までのCO2原単位利用）

運用段階のCO2：
参照建物を省エネ法における
PAL/CECの判断基準値相当と仮
定し、評価対象建物の省エネ導入
によるCO2排出量を計算

修繕




